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久喜市手話言語条例（案）に対する意見募集の 

実施結果 

 

久喜市手話言語条例（案）に対する意見募集を実施したところ、８件の意見が提出され

ましたので、意見の概要とそれに対する市の考え方を公表します。 

 

意見提出期間 平成２８年１１月１５日～平成２８年１２月１４日 

意見件数 ３人 ８件 

 

○提出された意見の概要及び意見に対する市の考え方等 

番

号 
意見の概要 市の考え方 

条例案 

への反映 

１ 高齢になると、だんだん耳が聞

こえづらくなります。誰もが小・

中学校から手話を学んでいたとし

たら、耳が聞こえなくても理解で

きるのではないでしょうか。例え

ば、駅のホームのあちらとこちら

で声が届かなくても、手話ができ

れば相手に通じます。 

今後、手話が小・中学校におけ

る必修科目として、週１回でも月

１回でも行われると良いと思いま

す。 

子どもたちが、手話や手話を

使う人とふれ合うことは、大変

意義のあることと考えておりま

す。 

各学校の教科は、文部科学省

の示す学習指導要領に定められ

ているため、手話を必修科目に

加えることはできませんが、市

内の一部の小・中学校では、総

合的な学習の時間を活用して、

手話を学ぶ手話体験が行われて

いるところです。 

このような状況も踏まえ、各

学校における手話に関する具体

的な取り組みにつきましては、

今後も検討してまいります。 

原案のとおり 

２ より良いまちにしてください。 手話が言語であることを地域

社会で広く共有できるよう、手

話の普及と手話を使用しやすい

環境の整備に努めてまいりま

す。 

原案のとおり 
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３ （前文について） 

本来的前文は宣言的要素と間接

的拘束力を持ち、直接的拘束力の

ある条文とは役割が違います。 

手話言語における聴覚障がい者

の基本的人権の擁護が一番の主張

点で、究極的には市民との共生も

基本的人権の一要素ではないでし

ょうか。 

 

手話言語条例を制定する意義

は、手話が言語であることを地

域社会で広く共有し、手話を必

要とする人が、意思疎通のため

の手段として、容易に手話を選

択できる機会の拡充を図ること

にあります。 

条例の制定にあたり、より多

くの皆様にその趣旨をご理解い

ただく必要があることから、前

文に背景や目的等を盛り込むこ

ととしたところです。 

原案のとおり 

４ （定義づけについて） 

前文の役割を鑑みるに、そこに

定義を記載するのはそぐわないの

ではないでしょうか。 

前文は、条例制定の意義等を

理解しやすいよう、背景や目的

等の基本的な事項を盛り込んで

設定しております。 

その中で、手話についての定

義も含めたところです。 

原案のとおり 

５ （施策について） 

手話言語条例の施策も条文化さ

れることで活動目標の概念が見え

てきます。その上で、細部につい

ては規則で検討すべきではないで

しょうか。 

条例の目的を達成するために

必要な手話に関する施策につき

ましては、条例第６条第１項と

して、４つの項目を掲げており

ます。 

具体的な施策につきまして

は、同条に基づく推進方針とし

てまとめてまいります。 

原案のとおり 

６ （手話通訳について） 

手話言語条例の普及は、聴覚障

がい者と健聴者の価値観を相互理

解に導く高度の専門性をもつ手話

通訳の活動環境と地位の向上が不

可欠です。 

手話を必要とする人が手話を

通じて自立した日常生活を送

り、社会参加をする上で、手話

通訳は不可欠な存在です。 

市といたしましても手話通訳

者の育成や確保等は、極めて重

要な課題であると認識しており

ます。 

ご意見につきましては、条例

第６条に基づく推進方針を策定

する際の参考とさせていただき

原案のとおり 
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ます。 

７ （財政について） 

財政の規定は議会の承認を受け

た条文に記載が成されることで本

気度が見えてきます。 

市では、条例の目的達成のた

め、条例第６条に基づく推進方

針を策定し、積極的に取り組ん

でまいります。 

原案のとおり 

８ 手話言語条例（私案）を提案し

ます。 

※資料あり 

提示している条例案は、市内

の聴覚障がい者団体や手話サー

クル、民生委員等で構成する手

話言語条例制定に向けた検討会

において、先進自治体の取り組

みなどを参考に、本市における

手話言語条例の内容等につい

て、議論を重ねて作成したもの

です。 

原案のとおり 
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